





























  時 間： 10 月 20 日 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 3教室 






フェロー、80 年東京都立大学経済学部講師、81 年同助教授、86-89 年国際稲研究所客員主任研究員
兼任、91 年東京都立大学経済学部教授、93-98 年国際食糧政策研究所客員研究員兼任、2001 年本学
連携教授、03 年 FASID 大学院プログラムディレクター（現在に至る）。 
■現在の研究対象：１．日中台の産業発展パターンの比較研究、２．貧困の動学的変化の研究  
■受賞：1993 年、アメリカ農業経済学会賞 (The Quality of Research Discovery)；1995 年、日経・
経済図書文化賞； 1999 年、日本農業経済学会誌賞； 2004 年、NIRA 大来政策研究賞；2004 年、日
経・経済図書文化賞など 
■著作：『中国のミクロ経済改革』（共著）日本経済新聞社、1995 年；『産業発展のルーツと戦略：
日中台の経験に学ぶ』（共著）知泉書館、2004 年；The Emergence of Land Markets in Africa: Assessing 
the Impacts on Poverty and Efficiency.（共著） Baltimore, MD: Resources for the Future, 
forthcoming in 2008 。他、著書や国際雑誌論文多数。 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2009 年度における開催(予定)日は以下の通りです。 
 前期： 4 月 21 日（火）、 5 月 19 日（火）、 6 月 16 日（火）、7月 21 日（火） 


















2009 年 11 月 7 日(土) 13 時 
京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
 
総合司会 京都大学大学院経済学研究科教授 徳賀 芳弘 
 
13:00-13:10 
挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 八木紀一郎 
東京大学ものづくり経営研究センター 新宅純二郎   
13:10-13:30 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  汽車下郷と参入戦略 
       ―テーマと報告構成―   
[第１部 中国農村における多元的発展プロセス]  
13:30-14:00 
桃山学院大学経済学部 教授  厳 善平  中国農村の経済社会構造   
14:00-14:30 
東京大学社会科学研究所 教授 田島 俊雄 軽型車から農用車へ―中国的モータリゼーションの展開過
程― 
同現代中国研究拠点･北京研究基地代表   
14:20-14:40 
小島衣料 元社長   小島 正憲 農村の交通事情   
15:00-15:20 
同志社大学商学部 准教授  西川 純平 農村における販売店･修理工場･中古車   
[第２部 いかに農村に参入するか]  
15:40-16:00 
大阪商業大学経営学部 教授  孫 飛舟  石家庄市近郊農村でのアンケート調査   
16:00-16:20 
東京大学ものづくりセンター 助教 李 澤建  民族系メーカーの農村戦略   
16:20-16:40 
熊本学園大学経済学部 准教授 三嶋 恒平 タイにおける日系自動車メーカーの農村戦略   
16:40-17:10 






司会 京都大学大学院経済学研究科 教授 劉 徳強 















 かくて時恰も中国建国 60 周年を迎えた年に、日本では総選挙の結果政権が交代しました。こうした
背景のもとで、今後の日中関係はどのように展開していくのかを展望いたします。 
 
主 催 京都大学経済学研究科上海センター、立命館孔子学院 
日 時 2009 年 11 月 15 日（日）午後 3：00－5：50 




























参加ご希望の方はメール、電話、または FAX にて立命館孔子学院事務局（下記）へお申込み下さい。 
〒603-8577 京都市北区等持院北町 56-1 アカデメイア立命 21 内 
TEL：075-465-8426  FAX：075-465-8429  E-MAIL：confuciu@st.ritsumei.ac.jp 
 
◆参 加 費：講演、パネルディスカッションは無料 
レセプションは 3,000 円を当日会場にて申し受けます 
◆定    員：150 名（申込み先着順） 
◆申込締切：2009 年 11 月 13 日 
 










                      ０８．OCT．０９ 
美朋有限公司董事長 
   中小企業家同友会上海倶楽部代表 
上海センター外部研究員  小島正憲 
１．中国革命の原動力は、黄埔軍官学校出の士官たちであった。    
毛沢東は「銃口から政権が生まれる」と豪語して、中国革命を押し進めた。しかし毛沢東自身は軍人ではなく、
最前線に立って鉄砲を撃つことはなかった。実際に鉄砲を撃ち大砲を放ち、体を張り国民党と戦って散ってい




















































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
  1 月   21.2 7.1  194 26.5 27.6 ▲13.4 109.8 18.9 16.7 
 2 月  (15.4) 19.1 8.7 (24.3) 82 6.3 35.6 ▲38.0 38.3 17.4 15.7 
 3 月 10.6 17.8 21.5 8.3 27.3 131 30.3 24.9 ▲28.1 39.6 16.2 14.8 
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106.3 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157.1 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2 月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1 月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノ
の貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
